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母:子生活支援施設の課題と将来像について    :

社会福祉法人 全国社会福祉協議会
‐       全国母子生活

=援
施設協議会

はじめに        ′

少子化、核家族化、地域社会あ変貌など、
1子

ども・子育てをめぐる社会状況あ変化や、
近年の厳しい経済情勢 :雇用情勢が、弱い立場にある母子世帯をいっそう巌しい状況に追
いやらている。    t     ‐

母子生活支援施設におしヾては、深刻なDV“害や場童虐待くさらに精神障害や知的障害
など何らかの障がぃのある母と子あ利用が増え、子どoでは乳幼児め比率が高くならてぃ
ぅ。外国籍の世帯の不J用 も増カロしている。

｀

こうした多様で厳しい課題のある利用者に、「母と子が本に生活しづつ共に支援を受け
'

ることができる唯一の児童福祉施設」としで、家心安全な生活環革を保障し、生活の基盤
を再構築するとともに、自立に向けたさまざ啓な率援をより適切に提供していくためには、
次のキうな条件を整備することが必要である

・
:        ′

1 多様で厳しい課題のある利用者の特性から、発生する商遺に対して節蒔対応・介
入できる24時間・365日の体制の確保

4 母と子への個別対応、母と子の関係調警、原家棒ゃ関係機関との調肇など:総合
的な家族支援ができる専門性の高い職員の職種別配置          ,

3 ゃ琴的課題のある利用者への支援のための心理療法担当職員の適正配置 |

4 施設内保買の必要な児童に対応する保育士の適正配置
5 退所後の継続支援、地域の子育て家庭 ヨ

母子世帯、|の相談・支援の充実強化6 母子牛活支援施設の道正配置と支援格差の是正

1 母子生活支援施設職員配置基準の拡充
(1)母子指導 (支援)員       ‐

`定 員 10世帯未満 1人         ,
定員 10世帯 ′ 2人   |         ｀

定員10世帯以上は5世帯増えるごとに1人をカロえる
(2)少年指導員および保育士

キとして子どもの支援を行う少年指導旱・
堡育士を、母子指導 (支援)員と同じ暉置。少年指導員・保育士の比率は当該施設の状況によるものとする。
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※ 母親と子どもに対して直接支援を行う母子指導 (支援)員および少年指導員 0.保育士配

置の拡充の必要性       ‐   1                    1
,走員

'0世
帯のれ設の場合、現状では、1苺子指導 (支援)員、少年指導員2人ずつの合

計五名あ配置であり、動務口■テーショィをガえれば、常時、指導員おおむね1人で2

0世帯の母子め支援を行う実態となつている。母学生活支援施設利用世帯の子どもの人

数は平均 1.63(全母協調査)であり、20世帯定員では20人の母親と33人の子ども

′
合計約53人が支援の対象となるため)適切な支援ができる体制ではない。

:これに対し、上記の配置強化により、母子指導員4名 、少年指導員・保育±4名 の合

計 8名の配置となる。これは、常時 2名ずつのチームが交代で 20世帯の母子の東援を
｀

行える体制であり、 1名 の職員が関係構関 (福祉事務所、学校、保育所、児童相談所、

ハニーフエク、裁判所など)と の調整のため外出しても、 1名 は施設に残 り支援にあた

ることが可能になる:

(3)被虐待児個別対応職員

1人 ‐

(4)心理療法担当職員  r
対象児童 (母子)10人以上について 1人         `
対象児章 (母子)が 10人増えるごとに非常勤職員1人 (6.5)を加える

※ 被虐待児個別対応職員の最低基準による配置の必要性

・児童虐待による利用が新規入所の半数以上におよぶことから、被虐待児個別対応職員を必

′置としヽ個別支援を充実させる必要がある。

・被虐待児個粛l対応職員は、少年指導員・保育士と連携して(主に被虐待児に個別支援を行

い、自己肯定感の回復や大人への信頼の回復を通じて、暴力によらない人間関係を替築で

きるよう支援する。

心理農法担当職員の最低基準による配置と支援対象者数による配置の必要性
‐

0も V被害■克童虐待による利用が新規入所の半数以上におよぶことから、心理療法担当職

員の適正配置が必要である。

・心理療法担当職員が 1日 に実施できる個別面談については、母親の場合 3ケァス、子ども‐

の場合5ケース程度が、時間的・心理的に限界である。            |
・対象母子lo人以上の施設に常勤の心理担当職員を配置し:たとえば、1週間

:の うち3日

を母の個別面談 (3× 3=9ケース)に、2日 を子の個別面談 (5× 2=lQケ■ス)に

充てたとした場合、19ケース程度が限界となる。また、心理療法担当職員は、この|まか

ヶ■スカンファレンネヘの参加や、職員,のスーパービジョン等も行う必要がある。

,このため、対象母子がさらに10人以上増える場合には、追加で非常勤の心理担当職員を

配置し、母親および子どもに対する個別面談を分担する必要がある。
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資料 4-2

里親委託ガイ ドライン案 (未定稿)

.里親委託の意義

里親制度はt何 らかの事情により家庭での養育が困難又|ま受けられなくな

った子ども等に、温かい愛情と正しい理解を持つた家庭環境の下での養育を

提供する制度である9家庭での生活を通じて、子どもが成長する上で極めて

重要な特定の大人との愛着関係の中で拳音を行うことにより、子どもの健全

な育成を図る有意義な制度である。

近年、虐待を受けた子どもが増えている。社会的養護を必要とする子ども

は、保護者との愛着関係はもとより、他者との関係が適切に築けなかつたり、

学校等への集由にうまく適応できない、自尊心を持てないなどの様々な課題

を抱えている。また、望まない妊娠で生まれて親が養育できない子どもの養

育が課題である。特に、乳幼児期における愛着関係の形成は重要であり、家

庭的養護である里親委託がこれ事でよりさらに積極的に活用されるが吉であ

る。

しかし、現実的には地域社会の変化や核家族化により、社会的養護を必要

とする子どもは、虐待による影響など、様々な課題を抱えた子どもが多くな

っている。二方里親家庭においても家庭環境が変化していたり、このような

子どもに対応できる里親が少ない■とこ里親制度べの社会の理解不足から、

里親委託が進まない事情がある。多様な子どもに対応そきる様 な々黒親家庭、

例えば、乳幼児、中・高校等高年齢見、障害めある子どもや非行児童などそ

れぞれに養育支援が可能な里親を開拓し、社会的養護の担い手としての里親

め集団を形成することが望まれる。          ・

現状においては、社会的養護を必要とする子どもの 9割は施設養護となつ

ており、里親等委託率 (社会的養護を受ける子どものうち、里親及びフアミ

リτホームヘの委託の割合)の引上げが必要である。

併せて、児童養護施設等においてもできるだけ家庭的な養育を目指して養

育単位の小規模化を推進していくことが必要である:      ′

2.里親委託優先の原則

家族は、社会の基本的集団であり、家族を基本とした家庭は子どもの成長、

福祉及び保護にとつて自然な環境である。このため、保護者による奉育が不

十分又は養育を受けることが望めない社会的養護のすべての子どもの代替的

養護は、家庭的養護が望ましく、里親委託を優先して検討する.こ とを原則と

するべきである。特に、乳幼児は安定した家族の関係の中で、愛着関係の基

礎を作る時期でありt子どもが安心できる、1温かく安定した家庭で養育され



う■とが大切である。     ●

1  社会的養讃が必琴な子どもを皇親家庭に委託するFと にょり、子どもの成
長や発達にとうで、
①  特定の大人との愛着関係の十で養育されることにょり、自己の存在を受

け入れられているという安心感の中でt自 己肯定感を育むとともに、人と
の関係において不可欠な、基本的信頼感を構築することができる、

② 里親家庭におぃてt適切な家庭生活を体験する中でヾ 家族それぞれのラ,

イフサイクルにおけるありようを学び、将来、家庭生活を築く上でのモデ
ルとする

「
とが期待できる.1

01家庭生活の中で人との適切な関機の取り方を学んだり、身近な地域社会
の中で、必要な社会性を養うと,と もに、豊かな生活経験を通じそ生活技術
を獲得することができる、                    ′

というような効果が期待できることから,社会的養護においては里親委託を
優先して検討するべきでぁる。

もつとも、社会的養護を必要とする子ども|の数に対して、必要な里親の数
の確保は不十分であり、またt様々な課題を担える子どもに対して、対応で
する里糧も少ない現状から、施設養護の役割も大きいものがあり、里親あ尭
実に努めるとともにt施設養護の1質の充実に努めていく必要がある。

3:里親委託する子ども

黒親に養育を委託する子どもは、新生児力、1高年齢児まですべての子ども
が検討の対象とされるべきでぁり、多くの課題を持ち、社会的養護を必要と
している予どもの多様さを重視し、子どもと最も適合した里親べ委託する。

(1)保護者による養育の可能性の有無
① 栞児、保護者が売きじ又は養育を望めずt他に養育できる親族等がいなし`

|́

子ども

長期的な安定した養育環境が必要であり、養育里親への委託と併喜て、養
子縁組を希望する里親を検討する。特に、特別養子縁組や普通養子縁組によ
り法的にも安定した親子関係を築くことが,望ましい。

② 将来は、家庭弓|き取りが見込めるが、当面保護者による養育が望あない学
ども

家庭において、特定の大人との愛着関係の下で養育される中で:健全な
心身の成長や発達を促すことが必要なこと力)ら 、積極的に養育里親への委託
を検討する。また、家庭復帰に向けて、保護者こ子どもの関係調整のために、
引き聖り後の家庭生活を想定し、必要な支援を行う。

(2)子どもの年齢 _                         |
① 新生児                         ‐



特

=の
大人との愛着関係の下で養育されぅ■とが、子どもの心身の成長や

発達には不可欠であり、今後の人格形成に多大な影響を与える時期でもある
ことから、長期的に実親の養育が望あなぃ場合は、子どもにとって安定し継
続した家庭的な養育環境を提供することが必要である。
また、委託の期間が限定されている場合も、特定の大人との関係を築くこ

とは、健全な心身の成長や発達を促すことから、里親委託は有用である。
新生児につし、ては、障害の有無が明らかになる年齢を待ってから、里親萎

託を検討する考え方もあるが、心身9孝澤にとって大切な新生児の時期から
里親委託を検討することが重要である:

また、望まない妊娠や若年の妊娠などハィリスクないゎれる要支援家庭に
ついては、地域の保健機関や医療機関、子育て支援機関等と協力し、児童相
談所が出産前から早期の相談支援に努める。   ●

②中学生ゃ高校年齢の子ども
子どもが居住していた地域の里親に委託するこ―とで、学校への通学や家庭

での生活スタイルを大きく変えなし`で支援をすることができる。また、地域
での生活や家庭生活の知識や技術を獲得するなどを通 じ、今後の自立に尚け
た支援が可能である。

高年齢児を希望する里親が少ないという実情もあるが、年齢の高い黒親な
ど、中学生ゃ高校生に対応できる里親を開拓し積極的に活用する。
なお、子ども本人に里親家庭で生活する意義を説明し、動機付けを十分に

行う必要がある:                          ′

(3)施設入所が長期化している子どもの措置変更
.

施設に長期間入所している児童については、毎年度の自立支援計画の見直
しの際など、定期的に里親へめ委託を検討することが必要である。また、施
設に配置されている家庭支援専門相談員等は、早童相談所と連携し、里親委
託の推進を行う。

① 乳児院から措置変更する子ども
できるだけ早い時期に家庭的な環境で、特定の大人との愛着関係の下で

1養育されることが子どもの心身の成長や発達には不可欠であり、積極的に
活用する。

② 施設入F~fが長期

`ヒ

しそいる子ども
1 施設入所検討時、里親委託を検討したがうまく里親と適合せず施設に入
所措置している場合を含め、施設での生活を継続しているすべての児童に
?いて、常に里親委計の検討を積極的に行う。 ■

③ l年以上 (乳幼児は6ヶ月)面会等保護者との交流がない子ども
保護者の生活状況等を調査し、家庭引き取りが難しい場合は、保護者に



‐
対しt子どもの成長 E発達における家庭的養護の必要性について十分説明

を行い、里親制度についての翠解を得る。

④ 保護者の面会はあるが、家庭引き取りが難しい子ども

皇親委託においても、面会や外泊等の交流ができることを丁寧に説明し、

子どもの成長・発達における家庭中養護の必要性について理解を得る。

⑤23条措置の吏新により長期化している子ども    ―

.  保護者が引き続き虐待のおそれがあるとして法第28条措置の吏新が継‐

続tそいる場合にぉいても、子どもの成長や発達には家庭的な養護は必要

| であり、
1里

親萎託の可能性を検討する。

(4)短期委託が必要な子ども

保護者の傷病や出産等委託の期間が明確な子どもについては、短期での

受け入れであれば受話可能な里親は比較的多いこともあり、積極的に里親委

託を活用する。特に幼稚園等に違う幼児や学齢児、高年齢児は子どもが元々

住んでいた地域での里親委託が可年であれば、引き続き通園や通学が可能と

なり、子どもにとつても大きく生活が変わらず、保護者との距離が近いこと

により、子どもの情緒の安定や親子関係の安定が図られることもある。

(5)個別的な支援を必要とする子ども

① 虐待を受けた子どもや障害等があり、特別な支援を必要とする子ども

集団での対人関係■空間の広さに困惑し、施設等では不調になるおそれが

ある場合、又は不調になつた場合には1子どもの状態に適合した専門塁親等

が確保できる場合には、委託を検討する。       |
また、保護者がない、又は養育できない社会的養護が必要な子どものうち、

虚弱、疾病、障害を有する子どもについては、最も適合する里親との調整を

十分に行い、適切に養育できると認められる専門里親等が確保できる場合に

は、委託を検討する。

② リト行の問題を有する子ども

家庭復帰が困難で、かつ、施設の集団では対応が難しい場合は、子どもの

状態に適合した専門里親等が確保できる場合には、委託を検討する,

(6)里親へ委託することが難しい子ども

すべての子どもは里親委託を優先して検討するが、次のような場合は当面、

・ 施設措置を検討する。

. ① 情緒行動上のFH5題が大きく、施設での専F電的なケアが望ましい場合

② 保護者が里親委託に明確に反対しそいる場合 (28条措置を除く)

|.③ 不当な要求を行うなど対●が難しい保護者である場合



子どもが里親委託に対して明確に反対の意向を示している場合

里親と子どもが不調になり、施設でのヶアが必要と判断された場合

4.保護者の理解

(1)保護者への説明

保護者が養育できない場合、昇童相談所が子どもの最善の利益となるよう

里親や施設の選択を行うが、保護者人は十分説明を行い、里親委託について

理解を求める。

特に、養育里親に委託することについて、保護者にとうて
'は

、「子どもを取

られてしまうのではないか」「子どもが里親になついてしまうのではないか」

「面会がしづらくなるのではないか」など里親委託へ不安を抱くことがある

ので、以下の点を十分に説明する。            ′

① 保護者へは里親制度、特に、養育里親と養子縁組を希望する里親との区

別を説明し、里親は社会的養護の重要な担い手であり、児童相談所が引き

続き支援を行う中で、保護者と協力し、子どもの養育を行うものであるこ

とを説明する。  |   |

② 養育里親による家庭的環境が子どもの健全な心身の発達や成長を促すも

の`であることを説明しt社会的養護については、里親委託が原則であるこ

とを説明する。

③ 保護者との調整は基本的1手は児童相談所が行うが、対応困難な保護者等

を除き、保護者と子どもとの面会ゃ外泊、通信等については原則可能であ

ることを説明し、その方法等については十分に保護者や里親と調整してお

く。子どもや保護者の状況により、直接里親と保護者が連絡を取ることが

不適切と判断した場合は、児童相談所が必要な調整等を行う。ただし、法

28条措置の場合や通信面会制限や接近禁止命令を受けた場合、対応が難し

い保護者である場合、面会等が子どもの福祉を害する恐れがある場合は、

児童相談所が面i会等を適切と判断するまでは制限等することもできる。

(2) 保護者の承諾

保護者の承諾については、児童福祉法第27条第4項で「親権を行う考又は

未成年後見人の意に反して、これをとることができない1と 定められている。

これは、これらの者が反対の意思を表明している場合には措置の決

=を
強行

できないという意味であり、積極的な承諾がなくても、皮対の意思表明がな

ければt児童福祉法上、里親委託の措置を行うことは可能である。ただし、
1で

きる限り承諾が得られるよう努めることは必要である。

④

⑤



① 保護者の行方不明や意向が確認できない場合
保護者の行方不明や意向が確認できない場合も、児童福祉法第 2ケ 条第4

項の保護者の意に反することは確認できないこととし、措置をとることは
可能である。

.

なお、都道府県が客観性を必姜 と認めるときは、児童福祉法第 27条第 6
項 (児童福祉法施行令第 32条)により、里糧委託の援助方針を児童福祉審
議会に諮り、意見を聴取することは有用である。
里親委託後、又は、措置変更後に、行方不明等の保護者が現れた場合は、

里親制度の意義を説明し、理解を求める。
保護者と連絡がとれなくなる場合を想定し、事前に里親委託への措置変

更について了承することが明文化されている場合は、その承諾の撤回が明
示的にされるまでは、その意思表示ぃ有効であり、保護者の意に反する場
合に当たらない。

② 施設入所は承諾するが、里親委託に反対の意向が明確な場合
本来、子どもの最善の利益を優先し、児童相談所が措置先を決定する仕組

みであり、里親か施設かを保護者が選ぶ仕組みになっていないことについて
説明する。里親委託に難色を示す保護者には、(1)①②③について十分に
説明し、里親委話が原則であることを説明して、理解を求める。
なお、最終的に理解が得られない場合は、家庭裁半1所の承認を得て行う法

第 28条措置を除き、児童福祉法第 27条第 4項により、親権者め意に皮し
ては同条第 1瞬第 3号の措置をとることはできないので、結果として里親委
託はできないことになる。

③ 児童福祉法第28条による措置の場合
法第 28‐条措置においても、里親委託を行うことは可能である。この場合、

子どもの安全の確保■保護者とのトラーブノンを回避するために、委託先を萌ら
か́にしないことも可能である。また、保護者と十分に話し合い、■どもの養
育方法について児童相談F~fの指導に従う意向が示された場合は、委託先を伝
えることも可能である。

ただし、家庭裁判所への法第 28条申立時に、黒親委託することを明記し
ておくとともに、保護者に子どもの措置先を伝えない必要がある場合の審判
書への里親名の記載等についても、当該裁判所と調整する必要がある。

④ 里親委託‐後、保護者が反対の意向に変化した場合等      |、 |

尋親委託後、保護者が反対の意向に変化した場合ゃ行方不明の保護者が場
れて保護者の意に反することが判明した場合は、(1)①②③lこ うぃて丁寧
に説明し、理解を求める。
児童虐待等不適切な養育により家庭引き取りが困難で、かつ、保護者と児

童相談所の意見が対立している場1合は、下時保護や委託二時保護にするなどt

子どもの安全確保を優先した上で、法第 28条の申立等の法的対応を検討す



る。

また、子どもが里親家庭での生活を希望し、委託の継続を希望する場合

は、子どもの意向を十分に聴いた上で、子どもの最善の利益を検討する。

5.里親への委託

(1)里親委託の共通事項

① 里親家庭の選定 (マ ッチング)

里親に子どもを委託する場合は、子どもと里親の交流や関係調整を十分に

行つた上で委託の適否を含め判断を行うことが必要であるため、一定の期間

が必要である。また、その子どもがこれまで育んできた人間関係や育つた環

境との連続性を大切にし、可能な限り、環境の変化を少なくするなどその連

続性をできるだけ保てる里親に委託するよう努めることが望ましい。

子どもに関しては子どもの発達や特性、保護者との関係などアゼスメント

を行い、保護者との交流の有無や方法、委託の期間や保護者べの対応方法な

どについて検討する。

里親に関しては、委託する子どもとの適合を重視し、里親の年齢、実子の

養育経験、これまでの受託経験、幼児べの養育が適した里親であるか、発達

の遅れや障害等に対応できる塁親であるか、また、保護者との対応が可能な

里親であるかなど、里親の持つ特性や力量について考慮した上でマッチング

を行う。特に、障害を有する子ども等で里親委託が望ましい場合は、経験豊

富な皇親を活用する。また、子どもの成長と養育者としての里親の体力を鑑

み、里親委託を検討する。

なお、子どものアセスメントや里親と子どもの調整には、里親支援機関と

連携することも有用である。

② 委託の打診と説明   |
里親委託を行う場合、里親に委託したい子どもの年齢、性別、発達の状況、

委託期間の予定、保護者との交流等について伝え、里親家庭の状況や、実子

や受託児童がいればその子どもの様子を確認した上で、受託可能かどうかに

ついて打診する
`受

話可能という里親の意向が得られれば、具体的なケース

説明を行う。なお、里親宅の家庭訪間を行うことは、里親家庭の直近の現状

を改めて直接把握できることになり、有効である。

また、里親に対し、受託を断ることができることを伝え、受託できるかど

うか、家族とも話し合い家族にも同意を得た上で受託の決定をするなど十分

に考えてもらうことが大切である6    .
新生児委託や養子を前提にする場合は、保護者の意向が変わつたり、子ど

もに障害や疾病が見つかることもあるので、里親には将来起こりうる変化に
'ついて、十分に説明する。なお、説明の内容は記録することが望ましい。
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